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第２章　調査結果の概要
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１　調査の概要
（１）調査設計と回収結果
　　①身体・知的障がい等
　
【今回　Ｒ１年度調査】
	調査種別
	対象者
	調査方法
	サンプル数
	有効回収数
	調査実施期間

	身体・知的障がい児・者実態調査
	身体障がい者調査
	市内在住の身体障がい者（１８歳以上）
【層化無作為抽出】
	郵送調査・訪問調査（視覚障がい、肢体不自由）
	1,300人
	625人（48.1％）
	令和元年９月20日から10月15日


	
	知的障がい者調査
	市内在住の知的障がい者（１８歳以上）
【層化無作為抽出】
	郵送調査
	850人
	443人（52.1％）
	

	
	障がい児調査
	市内在住の身体・知的障がい児（１７歳以下）
【層化無作為抽出】
	郵送調査
	850人
	394人（46.4％）
	

	
	計
	3,000人
	1,462人（48.7％）
	　

	発達障がい児・者実態調査
	発達障がい者関係団体等に所属（利用）、もしくは特別支援学級や通級指導教室に通っている発達障がい児・者とその家族
	団体や学校を通じた配付・回収
	配布数
（※）
900人
	159人（17.7％）
	令和元年９月20日から10月15日

	難病患者実態調査
	福岡市内に居住する特定医療費（指定難病）受給者証所持者
	郵送調査・訪問調査（一部希望者）
	1,000人
	548人（54.8％）
	

	事業者等状況調査
	市内の相談支援事業所、居宅介護等事業所、施設事業所、グループホーム事業所及び市の相談機関【全数】
	郵送調査
	842事業所
	388事業所（46.1％）
	


（※）調査を依頼した各団体に所属する方（保護者も含む）を対象として配布した数。同一人物が複数の団体に重複している場合もあり、配付数＝配付した実人数ではないもの。














◆参考【前回　Ｈ28年度調査】
	調査種別
	対象者
	調査方法
	サンプル数
	有効回収数
	調査実施期間

	身体・知的障がい児・者実態調査
	身体障がい者調査
	市内在住の身体障がい者（１８歳以上）
【層化無作為抽出】
	郵送調査・訪問調査（視覚障がい、肢体不自由）
	1,300人
	859人（66.1％）
	平成28年９月14日から９月30日


	
	知的障がい者調査
	市内在住の知的障がい者（１８歳以上）
【層化無作為抽出】
	郵送調査
	850人
	517人（60.8％）
	

	
	障がい児調査
	市内在住の身体・知的障がい児（１７歳以下）
【層化無作為抽出】
	郵送調査
	850人
	533人（62.7％）
	

	
	計
	3,000人
	1,909人（63.6％）
	　

	発達障がい児・者実態調査
	発達障がい者関係団体等に所属（利用）、もしくは特別支援学級や通級指導教室に通っている発達障がい児・者とその家族
	団体や学校を通じた配付・回収
	配布数
（※）
900人
	257人（28.6％）
	平成28年９月14日から９月30日


	難病患者実態調査
	福岡市内に居住する特定医療費（指定難病）受給者証所持者
	郵送調査・訪問調査（一部希望者）
	1,000人
	548人（54.8％）
	

	事業者等状況調査
	市内の相談支援事業所、居宅介護等事業所、施設事業所、グループホーム事業所及び市の相談機関【全数】
	郵送調査
	842事業所
	502事業所（76.4％）
	



（※）調査を依頼した各団体に所属する方（保護者も含む）を対象として配布した数。同一人物が複数の団体に重複している場合もあり、配付数＝配付した実人数ではないもの。

















②精神障がい【一次調査】患者数調査

【今回R01年度調査】
	[bookmark: RANGE!A1:F7]区分
	一次調査

	
	対象医療機関数
	回収数
	回収率
	調査実施期間

	合計
	157か所
	105か所
	66.9％
	令和元年６月１０日から７月３１日

	福岡都市圏に開設し、精神科を標榜している病院
	計
	48か所
	40か所
	83.3％
	

	
	市内
	30か所
	24か所
	80.0％
	

	
	市外
	18か所
	16か所
	88.9％
	

	福岡市内に開設し、精神科を標榜している診療所・クリニック等
	市内
	109か所
	65か所
	59.6％
	



◆参考【前回H28年度調査】
	区分
	一次調査

	
	対象医療機関数
	回収数
	回収率
	調査実施期間

	合計
	151か所
	119か所
	78.8％
	平成28年６月１日から７月２２日

	福岡都市圏に開設し、精神科を標榜している病院
	計
	48か所
	39か所
	81.3％
	

	
	市内
	31か所
	23か所
	74.2％
	

	
	市外
	17か所
	16か所
	94.1％
	

	福岡市内に開設し、精神科を標榜している診療所・クリニック等
	市内
	103か所
	80か所
	77.7％
	



	

	







【二次調査】意識調査

【今回　Ｒ１年度調査】
	[bookmark: RANGE!A1:F11]区分
	一次調査

	
	標本数（対象患者数）
	回収数
	回収率
	調査実施期間

	合計
	計
	3,000人
	818人
	27.3％
	令和元年10月21日から11月15日

	
	入院
	1,000人
	410人
	41.0％
	

	
	外来
	2,000人
	408人
	20.4％
	

	病院
	計
	1,663人
	604人
	36.3％
	

	
	入院
	1,000人
	410人
	41.0％
	

	
	外来
	663人
	194人
	29.3％
	

	診療所等
	計
	1,337人
	214人
	16.0％
	

	
	入院
	-
	-
	-
	

	
	外来
	1,337人
	214人
	16.0％
	



◆参考【前回　Ｈ２８年度調査】
	区分
	一次調査

	
	標本数（対象患者数）
	回収数
	回収率
	調査実施期間

	合計
	計
	3,000人
	1,331人
	44.4％
	平成28年９月14日から10月７日

	
	入院
	1,000人
	636人
	63.6％
	

	
	外来
	2,000人
	695人
	34.8％
	

	病院
	計
	1,629人
	974人
	59.8％
	

	
	入院
	1,000人
	636人
	63.6％
	

	
	外来
	629人
	338人
	53.7％
	

	診療所等
	計
	1,371人
	357人
	26.0％
	

	
	入院
	-
	-
	-
	

	
	外来
	1,371人
	357人
	26.0％
	














[bookmark: _GoBack]２　身体・知的障がい児・者調査結果
●調査結果の見方
回答は、原則として各質問の調査数を基数（Ｎ）とした百分率（％）で表し、小数第2位を四捨五入している。このため、百分率の合計が100％にならない場合がある。
[bookmark: _Toc467846840]また、2つ以上の回答ができる複数回答の質問では、回答比率の合計が100％を超える場合がある。

（１）対象者の年齢【身体・知的障がい児・者】
・身体障がい者は、65歳以上の高齢者が5割超を占めている。また、知的障がい者は、「20歳代以下」が3割弱で最も多い。
・障がい児は、「3～5歳」が2割強で最も多い。

【身体障がい者の年齢】Ｎ＝625
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	18～19歳
	1.0

	2
	20歳代
	5.4

	3
	30歳代
	8.3

	4
	40歳代
	9.1

	5
	50歳代
	11.0

	6
	60～64歳
	9.9

	7
	65～74歳
	22.4

	8
	75歳以上
	32.3

	　
	無回答
	0.5

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



【知的障がい者の年齢】Ｎ＝443
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	18～19歳
	5.0

	2
	20歳代
	23.9

	3
	30歳代
	24.4

	4
	40歳代
	16.9

	5
	50歳代
	10.8

	6
	60～64歳
	8.4

	7
	65～74歳
	7.9

	8
	75歳以上
	0.9

	　
	無回答
	1.8

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



【障がい児の年齢】Ｎ＝394
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	０～２歳
	4.1

	2
	３～５歳
	22.6

	3
	６～８歳
	17.3

	4
	９～11歳
	17.5

	5
	12～14歳
	18.0

	6
	15～17歳
	19.8

	　
	無回答
	0.8

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100




・対象者の年齢は、身体障がい者は「75歳以上」が3割強（32.3％）を占めて最も多く、次いで「65から74歳」（22.4％）となっており、これらをあわせた65歳以上の高齢者が5割超（54.7％）を占めている。
・一方、知的障がい者は身体障がい者に比べて若い年齢層の割合が高く、「20歳代以下」が3割弱（28.9％）を占めて最も多く、次いで「30歳代」（24.4％）、「40歳代」（16.9％）となっいる。
[bookmark: _Toc467846841]・障がい児は「3から5歳」（22.6％）が最も多く、次いで「15から17歳」（19.8％）、「12から14歳」（18.0％）となっている。

（2） 身体障がい者手帳の等級、主な障がいの部位【身体障がい者】
・身体障がい者手帳「1級」が3割強で最も多い。
・主な障がいの部位は「肢体不自由」「内部機能障がい」がそれぞれ3割台を占める。

【身体障がい者手帳の等級】Ｎ＝625
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	1級
	33.4

	2
	2級
	17.0

	3
	3級
	13.6

	4
	4級
	20.3

	5
	5級
	6.7

	6
	6級
	7.2

	　
	不明
	1.8

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100 



【主な障がいの部位】Ｎ＝625
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	視覚障がい
	4.5

	2
	聴覚障がい
	9.4

	3
	平衡機能障がい
	0.3

	4
	音声、言語、そしゃく機能障がい
	1.1

	5
	肢体不自由（上肢）
	5.8

	6
	肢体不自由（下肢）
	25.6

	7
	肢体不自由（体幹等）
	2.9

	8
	肢体不自由（全身性）
	3.0

	9
	呼吸器能障がい
	0.8

	10
	心臓機能障がい
	17.1

	11
	じん臓機能障がい
	11.8

	12
	ぼうこう、直腸又は小腸機能障がい
	3.5

	13
	肝臓機能障がい
	0.8

	14
	その他
	3.4

	　
	無回答
	9.9 

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100


聴覚、平衡機能、音声・言語障がいの合計は10.8％
肢体不自由の合計は37.3％
内部機能障がいの合計は34％

・身体障がい者手帳の等級は、「1級」が3割強（33.4％）を占めて最も多く、次いで「4級」（20.3％）、「2級」（17.0％）となっている。
[bookmark: _Toc467846842]・主な障がいの部位（大分類）は、「肢体不自由」が3割台後半（37.3％）を占めて最も多く、次いで「内部機能障がい」（34.0％）、「聴覚、平衡機能、音声・言語障がい」（10.8％）となっている。
（3） 　療育手帳の判定【知的障がい者】
・療育手帳「Ｂ１」が3割弱で最も多い。

【身体障がい者手帳の等級】Ｎ＝427
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	A1
	23.7

	2
	A2
	22.0

	3
	A3
	2.6

	4
	B1
	28.6

	5
	B2
	20.4

	　
	不明
	2.8

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



[bookmark: _Toc467846843]・療育手帳の判定は、「Ｂ１」（28.6％）が最も多く、次いで「Ａ１」（23.7％）、「Ａ２」（22.0％）となっている。

（４）　身体障がい者手帳の等級、主な障がいの部位【障がい児】
・身体障がい者手帳を持っている障がい児は4割弱。
・主な障がいの部位は「肢体不自由」が5割台半ばを占める。

【身体障がい者手帳の有無】Ｎ＝394
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	持っている
	36.5

	2
	持っていない
	38.3

	　
	不明
	25.1

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



【身体障がい者手帳の等級】Ｎ＝144
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	1級
	57.6

	2
	2級
	18.1

	3
	3級
	9.0

	4
	4級
	6.9

	5
	5級
	0.7

	6
	6級
	6.9

	　
	不明
	0.7

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100














【身体障がい者手帳の等級】Ｎ＝144
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	視覚障がい
	2.8

	2
	聴覚障がい
	16.0

	3
	平衡機能障がい
	0.0

	4
	音声、言語、そしゃく機能障がい
	0.0

	5
	肢体不自由（上肢）
	9.0

	6
	肢体不自由（下肢）
	12.5

	7
	肢体不自由（体幹等）
	9.0

	8
	肢体不自由（全身性）
	26.4

	9
	心臓機能障がい
	9.0

	10
	じん臓機能障がい
	1.4

	11
	呼吸機能障がい
	2.1

	12
	ぼうこう、直腸又は小腸機能障がい
	0.0

	13
	肝臓機能障がい
	1.4

	14
	その他
	1.4

	　
	無回答
	9.0

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



聴覚、平衡機能、音声・言語障がいの合計は16％
肢体不自由の合計は56.9％
内部機能障がいの合計は13.9％

・身体障がい者手帳を持っている障がい児は4割弱（36.5％）である。また、身体障がい者手帳の等級は、「1級」が6割弱（57.6％）を占めて最も多く、次いで「2級」（18.1％）、「3級」（9.0％）となっている。
[bookmark: _Toc467846844]・主な障がいの部位（大分類）は、「肢体不自由」が5割台半ば（56.9％）を占めて最も多く、次いで「聴覚、平衡機能、音声・言語障がい」（16.0％）、「内部機能障がい」（13.9％）となっている。

（5） 療育手帳の判定
・療育手帳を持っている障がい児は8割強。

【療育手帳の有無】Ｎ＝394
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	持っている
	82.7

	2
	持っていない
	12.4

	　
	不明
	4.8

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



【療育手帳の有無】Ｎ＝326
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	A1
	19.9

	2
	A2
	14.7

	3
	A3
	1.8

	4
	B1
	14.7

	5
	B2
	47.9

	　
	不明
	0.9

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



[bookmark: _Toc467846845]・療育手帳を持っている障がい児は、8割強（82.7％）である。また、療育手帳の判定は「Ｂ２」（47.9％）が最も多く、次いで「Ａ１」（19.9％）、「Ａ２」「Ｂ１」（ともに14.7％）となっている。

（6） 知的・発達障がいの診断名
・知的・発達障がいの診断名は、「知的なおくれ」が4割台半ばで最も多い。

【知的・発達障がいの診断名】（複数回答）Ｎ＝394
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	知的なおくれ
	45.7

	2
	ダウン症
	10.2

	3
	脳性マヒ
	13.2

	4
	てんかん
	17.3

	5
	自閉症（知的障がいを伴うもの）
	26.4

	6
	自閉症（知的障がいを伴わないもの）
	3.0

	7
	広汎性発達障がい（知的障がいを伴うもの）
	14.0

	8
	広汎性発達障がい（知的障がいを伴わないもの）
	2.0

	9
	アスペルガー症候群
	2.0 

	10
	注意欠陥多動性障がい（ADHA）
	5.6 

	11
	学習障がい（LD）
	4.6

	12
	その他
	5.6

	13
	わからない
	4.1

	　
	無回答
	10.2

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



[bookmark: _Toc467846846]・知的・発達障がいの診断名は、「知的なおくれ」が4割台半ば（45.7％）で最も多く、次いで「自閉症（知的障がいを伴うもの）」（26.4％）、「てんかん」（17.3％）となっている。

（7） 主な介助者の状況【身体・知的障がい児・者】
・身体障がい者は「世話をしてもらう必要がない」が4割弱を占めている。また、知的障がい者は「母親」が5割弱を占める。
・障がい児は、「母親」が8割強を占める。

【身体障がい者の主な介護者】Ｎ＝625
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	父親
	0.8

	2
	母親
	7.4

	3
	祖父母
	0.3

	4
	配偶者（夫、妻）
	21.9

	5
	子ども
	8.2

	6
	兄弟姉妹
	2.9

	7
	その他の家族
	0.8

	8
	サービス事業者（ホームヘルパー、グループホーム、入所施設などの支援員など）
	9.1

	9
	その他
	2.6

	10
	世話をしてもらう必要がない
	38.7

	　
	無回答
	7.4

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100




【知的障がい者の主な介護者】Ｎ＝443
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	父親
	3.2

	2
	母親
	49.2

	3
	祖父母
	0.9

	4
	配偶者（夫、妻）
	1.1

	5
	子ども
	0.9

	6
	兄弟姉妹
	6.8

	7
	その他の家族
	1.1

	8
	サービス事業者（ホームヘルパー、グループホーム、入所施設などの支援員など）
	14.0

	9
	その他
	1.4 

	10
	世話をしてもらう必要がない
	14.2

	　
	不明
	7.2

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



【障がい児の主な介護者】Ｎ＝394
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	父親
	1.3

	2
	母親
	83.0

	3
	祖父母
	1.5

	4
	兄弟姉妹
	0.0

	5
	その他の家族
	0.0

	6
	ホーム、入所施設などの支援員など）
	0.8

	7
	その他
	0.8

	8
	世話をしてもらう必要がない
	8.9

	　
	無回答
	3.8

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100


・身体障がい者の主な介助者は、「世話をしてもらう必要がない」が4割弱（38.7％）を占めて最も多く、次いで「配偶者（夫・妻）」（21.9％）となっている。
・知的障がい者では、「母親」が5割近く（49.2％）を占めて最も多く、次いで「世話をしてもらう必要がない」（14.2％）となっている。
[bookmark: _Toc467846848]・障がい児は、「母親」が8割強（83.0％）と高い割合を占めている。













（８）　希望する今後の暮らし方
・身体障がい者では「家族と一緒に暮らしたい」、知的障がい者、障がい児では「グループホームなどの共同生活できるところで暮らしたい」の割合が最も多い。

【身体障がい者の希望する今後の暮らし方】Ｎ＝625
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	一人で暮らしたい
	20.0

	2
	家族と一緒に暮らしたい
	40.5

	3
	グループホームなどの地域の中で仲間と共同生活できるところで暮らしたい
	3.2

	4
	障がい者施設に入所したい
	2.6

	5
	高齢者施設に入所したい
	8.2

	6
	その他
	2.2 

	7
	わからない
	16.3

	　
	無回答
	7.0

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100 



【知的障がい者の希望する今後の暮らし方】Ｎ＝443
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	一人で暮らしたい
	13.3

	2
	家族と一緒に暮らしたい
	21.4

	3
	グループホームなどの地域の中で仲間と共同生活できるところで暮らしたい
	23.3

	4
	障がい者施設に入所したい
	14.0

	5
	高齢者施設に入所したい
	2.7

	6
	その他
	1.8

	7
	わからない
	17.2

	　
	無回答
	6.3

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



【障がい児の将来の暮らし方】Ｎ＝394
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	一人で暮らす
	21.8

	2
	グループホームなどの、地域の中で仲間と共同生活できるところで暮らす
	31.0

	3
	障がい者施設に入所する
	15.7

	4
	その他
	2.5

	5
	わからない
	26.6

	　
	無回答
	2.3

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



・身体障がい者では、「家族と一緒に暮らしたい」が約4割（40.5％）で最も多く、次いで「一人で暮らしたい」（20.0％）となっている。
・知的障がい者では、「グループホームなどの地域の中で仲間と共同生活できるところで暮らしたい」が2割強（23.3％）で最も多く、次いで「家族と一緒に暮らしたい」（21.4％）となっている。
・障がい児では、「グループホームなどの共同生活できるところで暮らす」が3割強（31.0％）で最も多く、次いで「わからない」（26.6％）となっている。
[bookmark: _Toc467846849]※障がい児については、『成人した後、さまざまな理由で家族との同居ができなくなった』場合を想定しての保護者の希望

（９）　自宅や地域で生活するために必要な条件
・身体障がい者は「主治医や医療機関が近くにあること」が3割強で、医療に関する条件が最も多い。
・知的障がい者は、「家事の手伝いを頼める人がいること」が3割台半ばで、生活支援についての内容が多い。
・障がい児は、「仕事があること」が約4割で最も多い。

【身体障がい者の自宅や地域で生活するために必要な条件】（複数回答）Ｎ＝625
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	昼間の介護を頼める人がいること
	13.6

	2
	夜間の介護を頼める人がいること
	12.8

	3
	調理や掃除、洗濯などの家事の手伝いを頼める人がいること
	27.5

	4
	介護を受けながら日中活動を行う施設に通えること
	9.6

	5
	就労や生活の自立、機能の回復へ向けて訓練を受けられる施設に通えること
	7.4

	6
	施設で働けること
	2.4

	7
	短期入所など緊急時に宿泊できるところがあること
	10.7

	8
	ガイドヘルパー（外出の介護を頼める人）のサービスがあること
	6.1

	9
	主治医や医療機関が近くにあること
	31.0

	10
	仕事があること
	19.7

	11
	家族と同居できること
	20.2

	12
	グループホームなどの仲間と共同生活できる場があること
	2.9

	13
	地域で何でも相談できる相談員や相談窓口があること
	11.8

	14
	スーパーや銀行などの生活に必要な機関が近くにあること
	28.2

	15
	その他
	1.6

	16
	特にない
	12.6

	　
	無回答
	8.6

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



【知的障がい者の自宅や地域で生活するために必要な条件】（複数回答）Ｎ＝443
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	昼間の介護を頼める人がいること
	9.9

	2
	夜間の介護を頼める人がいること
	16.7

	3
	調理や掃除、洗濯などの家事の手伝いを頼める人がいること
	35.7

	4
	介護を受けながら日中活動を行う施設に通えること
	19.9

	5
	就労や生活の自立、機能の回復へ向けて訓練を受けられる施設に通えること
	7.9

	6
	施設で働けること
	10.6

	7
	短期入所など緊急時に宿泊できるところがあること
	19.6

	8
	ガイドヘルパー（外出の介護を頼める人）のサービスがあること
	13.1

	9
	主治医や医療機関が近くにあること
	17.2

	10
	仕事があること
	26.0

	11
	家族と同居できること
	21.9

	12
	グループホームなどの仲間と共同生活できる場があること
	20.5

	13
	地域で何でも相談できる相談員や相談窓口があること
	17.2

	14
	スーパーや銀行などの生活に必要な機関が近くにあること
	16.3

	15
	その他
	2.7

	16
	特にない
	5.9

	　
	無回答
	7.9 

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100 



・身体障がい者では、「主治医や医療機関が近くにあること」が3割強（31.0％）で最も多く、次いで「スーパーや銀行などの生活に必要な機関が近くにあること」（28.2％）となっている。
・知的障がい者では、「食事や掃除、洗濯などの家事の手伝いを頼める人がいること」（35.7％）が最も多く、次いで「仕事があること」（26.0％）、「グループホームなどの仲間と共同生活できる場があること」（20.5％）となっている。

【障がい児の自宅や地域で生活するために必要な条件】（複数回答）Ｎ＝394
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	昼間の介護を頼める人がいること
	14.2

	2
	夜間の介護を頼める人がいること
	12.7

	3
	調理や掃除、洗濯などの家事の手伝いを頼める人がいること
	25.4

	4
	お子さんの見守りを頼める人がいること
	34.3

	5
	介護を受けながら日中活動を行う施設に通えること
	14.7

	6
	就労や生活の自立、機能の回復へ向けて訓練を受けられる施設に通えること
	26.4

	7
	施設で働けること
	10.7

	8
	短期入所など緊急時に宿泊できるところがあること
	14.5

	9
	ガイドヘルパー（外出の介護を頼める人）のサービスがあること
	7.1

	10
	主治医や医療機関が近くにあること
	12.2

	11
	仕事があること
	39.6

	12
	家族と同居できること
	20.3

	13
	グループホームなどの仲間と共同生活できる場があること
	17.5

	14
	地域で何でも相談できる相談員や相談窓口があること
	17.8

	15
	スーパーや銀行などの生活に必要な機関が近くにあること
	8.4

	16
	その他
	2.5

	17
	特にない
	4.3

	　
	無回答
	2.3

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



[bookmark: _Toc467846850]・障がい児では、「仕事があること」が約4割（39.6％）で最も多く、次いで「お子さんの見守りを頼める人がいること」（34.3％）となっている。

[bookmark: _Toc467846851]３　精神障がい者調査結果
（１）対象者の年齢
・入院患者は、65歳以上が過半数。
・通院患者は、40歳代が2割台半ばで最も多い。

【対象者の年齢（入院患者）】Ｎ＝410
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	20歳代以下
	3.7

	2
	30歳代
	5.9

	3
	40歳代
	11.7

	4
	50歳代
	16.8

	5
	60～64歳
	9.0

	6
	65～74歳
	24.4

	7
	75歳以上
	28.0

	　
	不明
	0.5

	　
	全体
	100.0



【対象者の年齢（通院患者）】Ｎ＝408
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	20歳代以下
	11.5

	2
	30歳代
	16.7

	3
	40歳代
	26.0

	4
	50歳代
	20.1

	5
	60～64歳
	7.1

	6
	65～74歳
	11.8

	7
	75歳以上
	6.4

	　
	不明
	0.5

	　
	全体
	100.0


・精神科の入院患者の年齢は、「75歳以上」が3割弱（28.0％）を占めて最も多く、次いで「65から74歳」（24.4％）となっており、これらをあわせた65歳以上の高齢者が過半数（52.4％）を占めている。
[bookmark: _Toc467846852]・精神科の通院患者の年齢は、「40歳代」が2割台半ば（26.0％）を占めて最も多く、次いで「50歳代」（20.1％）、「30歳代」（16.7％）となっており、入院患者に比べて、中年層の割合が高い。

（２）　精神障害者保健福祉手帳の等級・主な診断名
・入院患者の約3割、通院患者の4割強が精神障害者保健福祉手帳を持っている。
・主な診断名は、入院患者は「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」が5割台半ばで多く、通院患者は「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」と「気分（感情）障害《双極性感情障害を除く》」がそれぞれ2割台半ばで多い。

【精神障害者保健福祉手帳の等級（入院患者）】Ｎ＝124
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	１級
	28.2

	2
	２級
	59.7

	3
	３級
	8.9

	4
	無回答
	3.2

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100



【精神障害者保健福祉手帳の等級（通院患者）】Ｎ＝244
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	１級
	0.6

	2
	２級
	53.5

	3
	３級
	30.0

	4
	無回答
	15.9

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100












【主な診断名（入院患者）】Ｎ＝410
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	アルツハイマー型認知症
	7.6

	2
	血管性認知症
	1.5

	3
	上記以外の症状性を含む器質性精神障害≪アルツハイマー型認知症、血管性認知症を除く≫
	7.8

	4
	アルコール使用による精神及び行動の障害
	4.4

	5
	覚せい剤による精神及び行動の障害
	0.2

	6
	アルコール、覚せい剤を除く精神作用物質使用による精神及び行動の障害
	1.0

	7
	統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害
	54.6

	8
	気分（感情）障害≪双極性感情障害を除く≫
	8.0

	9
	双極性感情障害
	4.4

	10
	神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害
	3.4

	11
	生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群
	0.0

	12
	成人のパーソナリティ及び行動の障害≪病的賭博、性同一性障害を除く≫
	0.5

	13
	病的賭博
	0.0

	14
	性同一性障害
	0.0

	15
	精神遅滞［知的障害］
	1.7

	16
	心理的発達の障害
	1.2

	17
	小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害及び特定不能の精神障害
	0.7

	18
	てんかん
	0.2

	19
	その他
	2.2

	20
	診断保留
	0.0

	　
	不明
	0.5

	　
	全体
	100.0



【主な診断名（通院患者）】Ｎ＝408
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	アルツハイマー型認知症
	3.7

	2
	血管性認知症
	0.0

	3
	上記以外の症状性を含む器質性精神障害≪アルツハイマー型認知症、血管性認知症を除く≫
	1.7

	4
	アルコール使用による精神及び行動の障害
	5.6

	5
	覚せい剤による精神及び行動の障害
	0.7

	6
	アルコール、覚せい剤を除く精神作用物質使用による精神及び行動の障害
	0.5

	7
	統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害
	27.5

	8
	気分（感情）障害≪双極性感情障害を除く≫
	25.7

	9
	双極性感情障害
	7.6

	10
	神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害
	13.2

	11
	生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群
	0.5

	12
	成人のパーソナリティ及び行動の障害≪病的賭博、性同一性障害を除く≫
	1.2

	13
	病的賭博
	0.5

	14
	性同一性障害
	0.0

	15
	精神遅滞〔知的障害〕
	2.9

	16
	心理的発達の障害
	4.7

	17
	小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害及び特定不能の精神障害
	0.5

	18
	てんかん
	0.2

	19
	その他
	0.5

	20
	診断保留
	0.7

	　
	不明
	2.0

	　
	全体
	100.0



・精神障害者保健福祉手帳について、精神科の入院患者では約3割（30.2％）が手帳を持っている。その等級では「2級」（59.7％）が最も多く、次いで「1級」（28.2％）、「3級」（8.9％）となっている。
・精神科の通院患者では4割強（41.7％）が手帳を持っている。その等級では「2級」（53.5％）が半数超を占めて最も多く、次いで「3級」（30.0％）、「1級」（0.6％）となっている。
[bookmark: _Toc467846853]・主な診断名は、入院患者では「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」が5割台半ば（54.6％）で最も多い。通院患者では「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」（27.5％）と「気分（感情）障害《双極性感情障害を除く》」（25.7％）がそれぞれ2割台半ばで多い。

（３）入院形態【入院患者】
・入院形態は「任意入院」が過半数。

【入院形態（入院患者）】Ｎ＝410
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	任意入院
	52.2

	2
	医療保護入院
	44.1

	3
	措置入院
	1.7

	4
	緊急措置入院
	0.7

	5
	応急入院
	0.5

	　
	不明
	0.7

	　
	全体
	100.0



[bookmark: _Toc467846854]・精神科の入院患者の入院形態については、「任意入院」が過半数（52.2％）で最も多く、次いで「医療保護入院」（44.1％）となっている。また、「措置入院」「緊急措置入院」「応急入院」は1割に満たない。

（4） 病状の程度
・入院患者は「医学的に退院困難」な人が約5割。
・通院患者は「軽度」が5割強。

【病状の程度（入院患者）】Ｎ＝410
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	近く退院予定
	21.7

	2
	医学的には退院可能だが、支援がないので退院できない
	28.8

	3
	医学的に退院困難な状態
	49.0

	　
	不明
	0.5

	　
	全体
	100.0



【病状の程度（通院患者）】Ｎ＝695
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	重度
	2.5

	2
	中等度
	37.3

	3
	軽度
	52.9

	　
	不明
	7.4

	　
	全体
	100.0



・入院患者の病状の程度は、「医学的に退院困難」が約5割（49.0％）で最も多く、次いで「支援がないので退院できない」（28.8％）、「近く退院予定」（21.7％）となっている。
[bookmark: _Toc467846855]・通院患者の病状の程度は、「軽度」が5割強（52.9％）で最も多く、次いで「中度」（37.3％）、「重度」（2.5％）となっている。

（5） 主な介助者の状況【通院患者】
・通院患者の主な介助者の状況は、「介助の必要なし」が7割弱を占める。

【主な介助者（通院患者）】Ｎ＝408
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	介助の必要なし
	68.4

	2
	父親
	2.5

	3
	母親
	6.1

	4
	祖父母
	0.0

	5
	配偶者（夫・妻）
	2.7

	6
	子ども
	2.5

	7
	兄弟姉妹
	2.2

	8
	その他の家族
	0.0

	9
	サービス事業者（ホームヘルパー、
グループホーム、入所施設の支援員など）
	7.6

	10
	その他
	0.5

	　
	不明
	7.6

	　
	全体
	100.0



[bookmark: _Toc467846857]・通院患者の主な介助者の状況では、「介助の必要なし」（68.4％）が最も多い。

（６）　希望する今後の暮らし方【通院患者】
・今後の暮らし方は、「家族と一緒に暮らしたい」が約4割を占める。

【希望する今後の暮らし方（通院患者）】Ｎ＝408
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	一人で暮らしたい
	29.7

	2
	家族と一緒に暮らしたい
	39.2

	3
	他の家族（親戚）と同居したい
	0.5

	4
	友人と一緒に暮らしたい
	1.2

	5
	グループホームなどの、地域の中で仲間と共同生活できるところで暮らしたい
	2.0

	6
	障がい者の入所施設で暮らしたい
	1.0

	7
	高齢者の入所施設（特別養護老人ホーム、有料老人ホームなど）で暮らしたい
	2.5

	8
	その他
	2.5

	9
	わからない
	7.8

	　
	不明
	13.7

	　
	全体
	100.0



・今後の暮らし方は、「家族と一緒に暮らしたい」（39.2％）が最も多く、次いで「一人で暮らしたい」（29.7％）となっている。



[bookmark: _Toc467846858]




（７）　自宅や地域で生活するために必要な条件【通院患者】
・自宅や地域で生活するために必要な条件では、「仕事があること」が3割弱で最も多い。

【自宅や地域で生活するために必要な条件（通院患者）】（複数回答）Ｎ＝408
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	昼間の介護を頼める人がいること
	7.1

	2
	夜間の介護を頼める人がいること
	8.3

	3
	調理や掃除、洗濯などの家事の手伝いを頼める人がいること
	22.8

	4
	介護を受けながら日中活動を行う施設に通えること
	2.9

	5
	就労や生活の自立、機能の回復に向けて訓練を受けられる施設に通えること
	12.3

	6
	施設で働けること
	6.1

	7
	短期入所など緊急時に宿泊できるところがあること
	4.7

	8
	ガイドヘルパー（外出の介護を頼める人）のサービスがあること
	1.5

	9
	主治医や医療機関が近くにあること
	25.0

	10
	仕事があること
	29.2

	11
	家族と同居できること
	16.2

	12
	グループホームなどの仲間と共同生活できる場があること
	3.4

	13
	地域で何でも相談できる相談員や相談窓口があること
	7.4

	14
	ピアスタッフ（当事者の職員）がいる福祉施設などがあること
	0.7

	15
	スーパーや銀行などの生活に必要な機関が近くにあること
	18.9

	16
	その他
	1.7

	17
	特にない
	14.7

	　
	不明
	14.7

	　
	全体
	100.0


[bookmark: _Toc467846859]・自宅や地域で生活するために必要な条件では、「仕事があること」が3割弱（29.2％）で最も多く、次いで「主治医や医療機関が近くにあること」（25.0％）となっている。

[bookmark: _Toc467846860]４　発達障がい児・者調査結果
（１）対象者の年齢
・17歳以下の発達障がい児が8割超を占めている。

【対象者の年齢】Ｎ＝159
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	0～5歳
	3.8

	2
	6～8歳
	6.9

	3
	9～11歳
	8.2

	4
	12～14歳
	64.8

	5
	15～17歳
	0.6

	6
	18～29歳
	4.4

	7
	30歳代
	6.9

	8
	40歳代
	1.3

	9
	50歳代
	2.5

	10
	60歳代
	0.0

	　
	不明
	0.6

	　
	全体
	100.0


・対象者の年齢は、「12から14歳」が6割超（64.8％）を占めて最も多く、次いで「9から11歳」（8.2％）、「6から8歳」「30歳代」（ともに6.9％）となっている。
[bookmark: _Toc467846861]・17歳以下の発達障がい児は8割超（84.3％）を占めている。
（２）　療育手帳の判定
・療育手帳を持っていない発達障がい児・者が6割超。

【療育手帳の有無】Ｎ＝159
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	持っている
	13.2

	2
	持っていない
	63.5

	　
	不明
	23.3

	　
	全体
	100.0



【療育手帳の等級】Ｎ＝21
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	A1
	9.5

	2
	A2
	19.0

	3
	A3
	0.0

	4
	B1
	14.3

	5
	B2
	52.4

	　
	不明
	4.8

	　
	全体
	100.0


[bookmark: _Toc467846862]・療育手帳を持っている発達障がい児・者は1割強（13.2％）で、「持っていない」は6割超（63.5％）であった。また、療育手帳の判定は、「Ｂ２」（52.4％）が最も多く、次いで「Ａ２」（19.0％）、「Ｂ１」（14.3％）となっている

（３）　精神障がい者保健福祉手帳の等級
・発達障がい児・者は、精神障がい者保健福祉手帳を「持っていない」人が5割超を占める。

【精神障害者保健福祉手帳の有無】Ｎ＝159
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	持っている
	36.5

	2
	持っていない
	55.3

	　
	不明
	8.2

	　
	全体
	100.0



【精神障害者保健福祉手帳の等級】Ｎ＝58
	No.
	カテゴリー名
	（全体）%

	1
	1級
	1.7

	2
	2級
	69.0

	3
	3級
	25.9

	　
	不明
	3.4

	　
	全体
	100.0


[bookmark: _Toc467846863]・精神障がい者保健福祉手帳を持っている発達障がい児・者は3割台半ば（36.5％）、「持っていない」は5割台半ば（55.3％）である。また、精神障がい者保健福祉手帳の等級は、「2級」（69.0％）が最も多く、次いで「3級」（25.9％）、「1級」（1.7％）となっている。

（４）　発達障がいの診断の有無・主な診断名
・発達障がいの診断を「受けている」が9割超で大半を占めている。
・主な診断名は、「広汎性発達障がい（知的障がいを伴わないもの）」が5割弱で最も多い。


【発達障がいの診断の有無】Ｎ＝159
	No.
	カテゴリー名
	(全体）%

	1
	受けている
	93.7

	2
	受けていない
	4.4

	　
	不明
	1.9

	　
	全体
	100.0



【主な診断名】（複数回答）Ｎ＝149
	No.
	カテゴリー名
	(全体）%

	1
	注意欠陥多動性障がい（ADHD）
	35.6

	2
	学習障がい（LD）
	9.4

	3
	アスペルガー症候群
	18.1

	4
	自閉症（知的障がいを伴うもの）
	10.1

	5
	自閉症（知的障がいを伴わないもの）
	22.8

	6
	広汎性発達障がい（知的障がいを伴うもの）
	6.0

	7
	広汎性発達障がい（知的障がいを伴わないもの）
	47.0

	8
	知的障がい
	2.7

	9
	その他
	6.7

	　
	全体
	100.0


・発達障がいの診断を受けている人が93.7％、受けていない人が4.4％となっている。
[bookmark: _Toc467846864]・主な発達障がいの診断名は、「広汎性発達障がい（知的障がいを伴わないもの）」が5割弱（47.0％）で最も多く、次いで「注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）」（35.6％）、「アスペルガー症候群」（22.8％）となっている。

（５）　主な介助者の状況
・主な介助者は「母親」が7割超を占める。

【主な介助者】Ｎ＝159
	No.
	カテゴリー名
	(全体）%

	1
	父親
	6.9

	2
	母親
	76.7

	3
	祖父母
	1.3

	4
	配偶者（夫・妻）
	0.6

	5
	子ども
	0.0

	6
	兄弟姉妹
	0.0

	7
	その他の家族
	0.0

	8
	サービス事業者（ホームヘルパーなど）
	3.1

	9
	その他
	0.0

	10
	世話をしてもらう必要がない
	18.9

	　
	不明
	1.3

	　
	全体
	100.0


[bookmark: _Toc467846866]・主な介助者は「母親」が7割台後半（76.7％）で最も多く、次いで「世話をしてもらう必要がない」（18.9％）となっている。

（６）　希望する今後の暮らし方
・今後の暮らし方は、「家族と一緒に暮らしたい」が3割強を占める。



【希望する今後の暮らし方】Ｎ＝159
	No.
	カテゴリー名
	(全体）%

	1
	一人で暮らしたい
	27.7

	2
	家族と一緒に暮らしたい
	31.4

	3
	グループホームなどの地域の中で仲間と共同生活できるところで暮らしたい
	11.9

	4
	障がい者施設に入所したい
	0.6

	5
	高齢者施設に入所したい
	0.0

	6
	その他
	0.6

	7
	わからない
	23.9

	　
	不明
	3.8

	　
	全体
	100.0


・今後の暮らし方は、「家族と一緒に暮らしたい」が3割強（31.4％）で最も多く、次いで「一人で暮らしたい」（27.7％）、「わからない」（23.9％）となっている。

[bookmark: _Toc467846867]（７）　自宅や地域で生活するために必要な条件
・自宅や地域で生活するために必要な条件では、「仕事があること」が約6割を占めている。

【自宅や地域で生活するために必要な条件】（複数回答）Ｎ＝159
	No.
	カテゴリー名
	(全体）%

	1
	昼間の介護を頼める人がいること
	1.3

	2
	夜間の介護を頼める人がいること
	1.9

	3
	調理や掃除、洗濯などの家事の手伝いを頼める人がいること
	24.5

	4
	子育ての相談が出来たり、手伝いを頼める人がいること
	7.5

	5
	緊急時に子どもを預けられる所があること（ご近所や施設など）
	6.3

	6
	短期入所など緊急時に宿泊できるところがあること
	4.4

	7
	主治医や医療機関が近くにあること
	13.2

	8
	病院や施設に通えること（作業、レクリエーション活動、訓練など）
	8.2

	9
	介護を受けながら日中活動を行う施設に通えること
	1.3

	10
	就労や生活の自立、機能の回復へ向けて訓練を行える施設に通えること
	16.4

	11
	施設で働けること
	4.4

	12
	仕事があること
	59.1

	13
	スーパーや銀行などの生活に必要な機関が近くにあること
	12.6

	14
	ガイドヘルパー（外出の介護を頼める人）のサービスがあること
	4.4

	15
	家族と同居できること
	11.9

	16
	グループホームなどの仲間と共同生活できる場があること
	8.8

	17
	地域で何でも相談できる相談員や相談窓口があること
	28.3

	18
	地域や職場の人たちが障がいについて理解があること
	45.9

	19
	その他
	3.1

	20
	特にない
	6.3

	　
	不明
	5.7

	　
	全体
	100.0


[bookmark: _Toc467846868]・自宅や地域で生活するために必要な条件では、「仕事があること」が約6割（59.1％）で最も多く、次いで「地域や職場の人たちが障がいについて理解があること」（45.9％）となっている。

[bookmark: _Toc467846869]５　難病患者調査結果
（１）対象者の年齢
・難病患者は、65歳以上が約5割を占めている。

【対象者の年齢】Ｎ＝548
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	17歳以下
	0.7

	2
	18～29歳
	4.0

	3
	30歳代
	8.6

	4
	40歳代
	12.0

	5
	50歳代
	14.4

	6
	60～64歳
	8.6

	7
	65～74歳
	26.5

	8
	75歳以上
	23.7

	　
	無回答
	1.5

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100


・対象者の年齢は、「65～74歳」が2割台半ば（26.5％）を占めて最も多く、次いで「75歳以上」（23.7％）となっており、これらをあわせた65歳以上の高齢者が約5割（50.2％）を占めている。

[bookmark: _Toc467846870]（２）　難病の疾患名
・難病については、パーキンソン病（疾患番号6）が75名で最も多く、潰瘍性大腸炎（疾患番号97）が67名で続いている。

【対象の疾患名】Ｎ＝548
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	球脊髄性筋萎縮症
	0.7

	5
	進行性核上性麻痺
	1.1

	6
	パーキンソン病
	13.7

	7
	大脳皮質基底核変性症
	0.5

	8
	ハンチントン病
	0.2

	9
	神経有棘赤血球症
	0.5

	11
	重症筋無力症
	3.5

	12
	先天性筋無力症候
	0.2

	13
	多発性硬化症／視神経脊髄炎
	2.2

	14
	慢性炎症性脱髄性多発神経炎／多巣性運動ニューロパチー
	0.2

	17
	多系統萎縮症
	1.3

	18
	脊髄小脳変性症（多系統萎縮症を除く）
	3.5

	19
	ライソゾーム病
	0.4

	21
	ミトコンドリア病
	0.2

	22
	もやもや病
	1.1

	26
	HTLV-1関連脊髄症
	0.4

	28
	全身性アミロイドーシス
	0.4

	34
	神経線維腫症
	0.7

	35
	天疱瘡
	0.4

	37
	膿疱性乾癬（汎発型）
	0.4

	40
	高安動脈炎
	0.4

	41
	巨細胞性動脈炎
	0.2

	42
	結節性多発動脈炎
	0.5

	43
	顕微鏡的多発血管炎
	0.4

	44
	多発血管炎性肉芽腫症
	0.2

	45
	好酸球性多発血管炎性肉芽腫症
	0.2

	46
	悪性関節リウマチ
	0.5

	47
	バージャー病
	0.2

	49
	全身性エリテマトーデス
	7.8

	50
	皮膚筋炎／多発性筋炎
	2.7

	51
	全身性強皮症
	4.6

	52
	混合性結合組織病
	0.7

	53
	シェーグレン症候群
	2.0

	54
	成人スチル病
	0.4

	55
	再発性多発軟骨炎
	0.2

	56
	ベーチェット病
	1.1

	57
	特発性拡張型心筋症
	2.2

	58
	肥大型心筋症
	0.4

	60
	再生不良性貧血
	0.5

	61
	自己免疫性溶血性貧血
	0.2

	62
	発作性夜間ヘモグロビン尿症
	0.2

	63
	特発性血小板減少性紫斑病
	1.3

	65
	原発性免疫不全症候群
	0.2

	66
	IgA腎症
	0.9

	67
	多発性嚢胞腎
	0.4

	68
	黄色靭帯骨化症
	1.3

	69
	後縦靭帯骨化症
	3.8

	70
	広範脊柱管狭窄症
	0.9

	71
	特発性大腿骨頭壊死症
	3.5

	72
	下垂体性ADH分泌異常症
	0.4

	75
	クッシング病
	0.4

	77
	下垂体性成長ホルモン分泌亢進症
	0.2

	78
	下垂体前葉機能低下症
	1.1

	84
	サルコイドーシス
	1.6

	85
	特発性間質性肺炎
	1.8

	86
	肺動脈性肺高血圧症
	0.5

	88
	慢性血栓塞栓性肺高血圧症
	0.4

	89
	リンパ脈管筋腫症
	0.2

	90
	網膜色素変性症
	2.0

	93
	原発性胆汁性胆管炎
	2.9

	94
	原発性硬化性胆管炎
	0.2

	95
	自己免疫性肝炎
	0.4

	96
	クローン病
	4.4

	97
	潰瘍性大腸炎
	12.2

	111
	先天性ミオパチー
	0.2

	119
	アイザックス症候群
	0.2

	127
	前頭側頭葉変性症
	0.2

	162
	類天疱瘡（後天性表皮水疱症を含む。）
	0.4

	166
	弾性線維性仮性黄色腫
	0.2

	171
	低ホスファターゼ症
	0.2

	215
	ファロー四徴症
	0.4

	222
	一次性ネフローゼ症候群
	0.5

	234
	ペルオキシソーム病（副腎白質ジストロフィーを除く。）
	0.0

	235
	副甲状腺機能低下症
	0.2

	237
	副腎皮質刺激ホルモン不応症
	0.2

	271
	強直性脊椎炎
	0.2

	281
	クリッペル・トレノネー・ウェーバー症候群
	0.2

	293
	総排泄腔遺残
	0.2

	306
	好酸球性副鼻腔炎
	1.5

	　
	無回答
	1.8 

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100 



（３）身体障がい者手帳の等級、主な障がいの部位
・難病患者は、身体障がい者手帳を「持っていない」が7割弱を占める。
・難病患者の主な障がいの部位は「肢体不自由」が5割超を占める。

【身体障害者手帳の有無】Ｎ＝548
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	持っている
	21.7

	2
	持っていない
	67.5

	　
	不明
	10.8

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100 



【身体障害者手帳の等級】Ｎ＝148
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	1級
	17.6 

	2
	2級
	26.9 

	3
	3級
	24.4 

	4
	4級
	16.8 

	5
	5級
	8.4 

	6
	6級
	4.2 

	　
	不明
	1.7 

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100 



【主な障がいの部位】Ｎ＝119
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	視覚障がい
	9.2

	2
	聴覚障がい
	5.9

	3
	平衡機能障がい
	0.8

	4
	音声、言語、そしゃく機能障がい
	0.0

	5
	肢体不自由（上肢）
	3.4

	6
	肢体不自由（下肢）
	34.5

	7
	肢体不自由（体幹等）
	6.7

	8
	肢体不自由（全身性）
	10.9

	9
	呼吸器能障がい
	3.4

	10
	心臓機能障がい
	8.4

	11
	じん臓機能障がい
	1.7

	12
	ぼうこう、直腸又は小腸機能障がい
	4.2

	13
	肝臓機能障がい
	1.7

	14
	その他
	1.7

	　
	不明
	7.6

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100


聴覚、平衡機能、音声・言語障がいの合計は6.7％
肢体不自由の合計は55.5％
内部機能障がいの合計は19.4％

・身体障がい者手帳を持っている難病患者は2割強（21.7％）、「持っていない」は7割弱（67.5％）である。また、難病患者の身体障がい者手帳の等級は「2級」（26.9％）が最も多く、次いで「3級」（24.4％）、「1級」（17.6％）となっている。
[bookmark: _Toc467846872]・主な障がいの部位（大分類）は、「肢体不自由」が5割台半ば（55.5％）を占めて最も多く、次いで「内部機能障がい」（19.4％）、「聴覚、平衡機能、音声・言語障がい」（6.7％）となっている。

（４）主な介助者の状況
・主な介助者の状況は、「世話をしてもらう必要がない」が約5割を占める。

【主な介助者】Ｎ＝548
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	父親
	0.5 

	2
	母親
	3.3 

	3
	祖父母
	0.0 

	4
	配偶者（夫、妻）
	25.5 

	5
	子ども
	4.2 

	6
	兄弟姉妹
	1.1 

	7
	その他の家族
	0.5 

	8
	サービス事業者（ホームヘルパー、グループホーム、入所施設などの支援員など）
	4.6 

	9
	その他
	1.6 

	10
	世話をしてもらう必要がない
	49.6 

	　
	無回答
	8.9 

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100 


[bookmark: _Toc467846873]・主な介助者の状況では、「世話をしてもらう必要がない」（49.6％）が5割近くを占めており、次いで「配偶者（夫・妻）」（25.5％）となっている。

[bookmark: _Toc467846874]（５）　希望する今後の暮らし方
・今後の暮らし方は、「家族と一緒に暮らしたい」が4割超を占める。

【希望する今後の暮らし方】Ｎ＝548
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	一人で暮らしたい
	16.2

	2
	家族と一緒に暮らしたい
	46.4

	3
	グループホームなどの地域の中で仲間と共同生活できるところで暮らしたい
	3.6

	4
	障がい者施設に入所したい
	1.8

	5
	高齢者施設に入所したい
	5.8

	6
	その他
	1.8

	7
	わからない
	19.2

	　
	無回答
	5.1

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100


[bookmark: _Toc467846875]・今後の暮らし方は、「家族と一緒に暮らしたい」が4割超（46.4％）で最も多く、次いで「わからない」（19.2％）、「一人で暮らしたい」（16.2％）となっている。

（６）　自宅や地域で生活するために必要な条件
・自宅や地域で生活するために必要な条件は、「主治医や医療機関が近くにあること」が3割超を占める。




【自宅や地域で生活するために必要な条件】（複数回答）Ｎ＝548
	№
	カテゴリ
	(全体)%

	1
	昼間の介護を頼める人がいること
	13.7

	2
	夜間の介護を頼める人がいること
	15.1

	3
	調理や掃除、洗濯などの家事の手伝いを頼める人がいること
	25.2

	4
	介護を受けながら日中活動を行う施設に通えること
	5.5

	5
	就労や生活の自立、機能の回復へ向けて訓練を受けられる施設に通えること
	8.8

	6
	施設で働けること
	2.2

	7
	短期入所など緊急時に宿泊できるところがあること
	11.5

	8
	ガイドヘルパー（外出の介護を頼める人）のサービスがあること
	5.1

	9
	主治医や医療機関が近くにあること
	35.4

	10
	仕事があること
	20.4

	11
	家族と同居できること
	20.8

	12
	グループホームなどの仲間と共同生活できる場があること
	2.9

	13
	地域で何でも相談できる相談員や相談窓口があること
	10.6

	14
	スーパーや銀行などの生活に必要な機関が近くにあること
	25.7

	15
	その他
	2.4

	16
	特にない
	14.2

	　
	無回答
	6.8

	　
	N （％ﾍﾞｰｽ）
	100


・自宅や地域で生活するために必要な条件では、「主治医や医療機関が近くにあること」が3割台半ば（35.4％）で最も多く、これに「スーパーや銀行などの生活に必要な機関が近くにあること」（25.7％）、「食事や掃除、洗濯などの家事の手伝いを頼める人がいること」（25.2％）、「家族と同居できること」（20.8％）、「仕事があること」（20.4％）がいずれも2割台で続いている。


26
